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1 R3.1.19 R3.2.1
別記様式第6　鑑定評価書（平成29年地価調査）基準地番号　中央
（都）-3

4 1 1 1 1

１ 鑑定評価員の署名
　署名については、特徴ある筆跡によって特定の個人を識別することができ
る情報であり、これを公にした場合には、その筆跡を模倣して悪用されるこ
とにより個人の権利利益を害するおそれがあり、東京都情報公開条例第７条
第２号に該当する。
  また、署名については、偽造された場合に当該不動産鑑定士の財産等を脅
かすおそれがあり、東京都情報公開条例第７条第４号に該当する。
２ 鑑定評価員の印影
  印影については、偽造された場合に当該不動産鑑定士の財産等を脅かすお
それがあり、東京都情報公開条例第７条第４号に該当する。
３ 「３　試算価格算定内訳」
 「(1)比準価格算定内訳」中、「所在及び地番並びに『住居表示』等」のう
ち区市町村名未満、「取引時点」、「地積」、「主要交通施設の状況」及び
「比準価格決定の理由」のうち取引事例地を特定される可能性のある部分
　　(1)　個人所有の土地の場合は、取引当事者の財産に関する情報であり、
これらの情報を組み合わせることにより特定の個人を識別することができる
ため、東京都情報公開条例第７条第２号に該当する。
　　(2)　法人所有の土地の場合は、これらの情報を組み合わせることによ
り、所有者である法人等が識別されるほか、法人等の資産情報である取引価
格が明らかとなる。これらの財産管理上の情報は、経営方針等の事業活動を
行う上でも内部管理に属する事項に関する情報であり、公にすることにより
当該法人等の事業運営上の地位が損なわれると認められるため東京都情報公
開条例第７条第３号に該当する。

財務局財産
運用部管理
課

2 R3.1.19 R3.2.2
都立花畑学園(２)グラウンド改修工事
共通費算定書

3 1
財務局建築
保全部施設
整備第二課

3 R3.2.5 R3.2.9 都庁第二本庁舎建物清掃委託（その１）総合評価　技術点内訳 1 1
財務局建築
保全部庁舎
管理課

4 R3.2.5 R3.2.12
建築工事積算標準単価表（令和元年12月１日付）
建築工事積算標準単価表（令和２年１月１日付）

32 1
財務局建築
保全部技術
管理課

5 R3.2.10 R3.2.17
建築工事積算標準単価表（平成31年４月１日付）
電気設備工事積算標準単価表（平成31年４月１日付）
機械設備工事積算標準単価表（平成31年４月１日付）

788 1
財務局建築
保全部技術
管理課

6 R3.2.11 R3.2.22
庁有車運転日誌
小池知事　令和３年１月25日

1 1 1

車両番号
・東京都情報公開条例第７条４号に該当
開示することにより車両が特定され、警備上支障を及ぼすと認められるた
め。

財務局経理
部総務課

7 R3.2.17 R3.2.24
建築工事積算標準単価表（歩掛）（平成31年４月 H31.4.1）
電気設備工事積算標準単価表（歩掛）（平成31年４月 H31.4.1）
機械設備工事積算標準単価表（歩掛）（平成31年４月 H31.4.1）

9444 1
財務局建築
保全部技術
管理課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにすることで、非開示情報を開示してしまうことになるためあるかないかを明らかにしない）のうち、該当す

る項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのか、該当する項目に「１」を記入しています。

東京都情報公開条例第７条第１号：法令秘情報

第２号：個人情報

第３号：事業活動情報

第４号：犯罪の予防・捜査等情報

第５号：審議・検討又は協議に関する情報

第６号：行政運営情報

第７号：任意提供情報

第８号：特定個人情報

第９号：死者の個人番号

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名又はそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。

＜総枚数＞について

・他の開示決定と一体として決定を行っている場合は総枚数欄が空欄になります。


